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第７２回彩の国建設工事の入札及び契約事務適正化委員会 議事概要 

 

１ 日時 

  令和４年７月２６日（火） 午前１０時～午前１１時 

 

２ 場所 

  ZOOM による WEB 会議形式 

 

３ 出席委員 

  齊藤委員長、早坂副委員長、小川委員、加藤委員、二宮委員 

 

４ 報告事項 

(1) 公共調達について 

(2) 令和３年度県発注工事の状況について 

 

【質疑応答及び意見】 

 

①-1 委 員： 資料１の「県内企業の受注状況」のうち、「１基本的な考え

方」の部分について、県内企業にできることは県内企業に発注す

ることを基本とするとあるが、入札で県内企業に受注させている

のか。 

  事務局： 県内企業は中小企業が多いため、分離分割発注を行うなど、県

内企業に受注しやすいようにしている。 

 

①-2 委 員： 資料１の「県内企業の受注状況」のうち、「２県内企業の受注

機会確保のための主な取組」の部分であるが、競争入札の参加要

件で県内企業が受注できるようにしているのか。 

  事務局： 県では入札参加者設定ガイドラインを策定しており、原則             

として応札可能業者が３０者いれば県内を地域要件として県内企

業に限定して発注している。 

   

②-1 委 員： 資料１の「公共調達について」のうち、「２ダンピング対策」

の部分であるが、低入札になる案件はどの分野で多いなどの

傾向はあるのか。 

  事務局： 昨年度の事例では、ＷＴＯ案件となった大規模工事、例えばト

ンネル工事で低価格契約の事例があった。傾向としては ＷＴＯ案
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件で大手のゼネコンが受注者となる場合は、低入札であってもダ

ンピングにならずに工事が行えるとして契約に至ることが多い。 

 

②-2 委 員： 低入札の場合は、追跡調査などしているのか。問題になるよう

なことはなかったか。 

  事務局： 追跡調査は実施している。問題になるようなことはなかった。 

 

③ 委 員： 資料１の「県内企業の受注状況」のうち、「２県内企業の受注

機会確保のための主な取組」の部分について、分離・分割発注の

意義は理解したが、あまり多くやり過ぎると事務作業が多くな

り、結果的に県職員にしわ寄せがいくのではないか。 

  事務局： やみくもに１億円の工事を１０本に分割するようなことはして

いない。県内の企業が受注できる適正な範囲内で、各発注機関が

考え分離・分割発注を行っている。また、最近ではあまり小規模

の発注金額では不調になる事例がでてきており、さらには補正予

算も増えている中で工事１件当たりの発注金額（ロット）をある

程度大きくするなど、バランスをとりながら実施している。 

 

５ 審議事項及び結果 

  令和３年度県発注工事に係る次回以降の審議事案の抽出について 

 

  下記(1)から(3)の考え方に基づき案件を抽出する。 

    (1) 入札結果等を踏まえた抽出 

   低入札価格契約案件や落札率が高い案件、随意契約のうち金額が高

額なものなど確認の必要がある案件を抽出。 

  

 (2)  合計の案件数は、近年の契約件数が２，５００件程度で推移して

いることを考慮し、例年と同様に７件とする。 

 

   (3) 入札方式別で案件数を調整する。 

      ① 件数の９割を占める一般競争入札から４件 

     ・一般競争入札（ＷＴＯ）１件 

     ・一般競争（総合評価）のうち、１．５億円以上と１．５億円未

満の案件から各１件 

     ・一般競争入札（価格競争）から１件  

     ② 指名競争入札から１件 
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        ③ 随意契約のうち第１号（２５０万円以下の工事）以外のものか

ら２件 

   

【質疑応答及び意見】 

  委 員： 特になし 

 

 令和３年度県発注工事に係る次回以降の審議事案の抽出について、審議の結果下記

のとおり決定した。 

 

【抽出工事一覧】 

・道路改築工事（大滝トンネル本体工） 

（一般競争入札（WTO）、西関東連絡道路建設事務所） 

 

・総選除）０２１新修第５０１号新三郷浄水場生物活性炭吸着池修繕工事 

（一般競争入札（総合評価）、新三郷浄水場） 

 

・総Ⅰ除）中川流域処理場２号水処理施設最初沈殿池防食その 1工事  

（一般競争入札（総合評価）、中川下水道事務所） 

 

・１２１０交付金（改築）工事（横断歩道橋上部工） 

（一般競争入札（価格競争）、朝霞県土整備事務所） 

 

・３１県住加須北小浜団地機械設備工事 

（指名競争入札、設備課） 

 

・ソニックシティホール棟アスベスト撤去工事 

（随意契約（随契６号）、営繕課） 

 

・三沢橋補修工事 

（随意契約（随契６号）、秩父高原牧場） 

 



H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

公共調達について 令和４年７月
総務部入札課

１ 公共調達改革の主な取組

競争性・透明性の確保 競争性の強化、県内企業の育成

２ ダンピング対策

低価格契約率は低水準で推移

＜低入札契約率の推移＞
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平均落札率
平均設定率

＜調査基準価格等の平均設定率と平均落札率の推移＞
■ 調査基準価格等の適切な見直し

R4.4~ 調査基準価格等の引上げ
【算出式】

①直接工事費×0.97
②共通仮設費×0.90
③現場管理費×0.90
④一般管理費×0.68
※設定範囲0.75~0.92

予定価格
調査基準価格
（最低制限価格）

失格基準価格

低入札価格調査（又は失格）

調査基準価格未満の契約件数
調査基準価格を設定した契約件数

低入札契約率＝

失格基準価格の導入

落札率は高水準で安定

働き方改革

・一般競争入札の拡大《H19.4》
（対象：1,000万円以上の工事）

・電子入札の全面導入《H19.10》
・総合評価方式の本格運用《H21》

・新規参入を促す入札の拡大《H22~》
・技術習得型JV《H23.4》
・一般競争入札の更なる拡大《H23.9》
（対象：500万円以上の工事）

調査基準価格等の引上げ《H18本格導入、H20以降９回改正》・失格基準価格の導入《H24.1》

【主な取組】＜各取組の拡大＞
・施工時期の平準化
・週休２日制モデル工事の導入
・ICT活用工事の実施

社会保険等の未加入対策《H26.4～》

働き方改革

左記取組について、着実
な目標達成のための手段
及び数値を設定

■ 失格基準の適切な見直し

■ 低入札における契約条件の厳格化、監督の強化

失格基準価格を調査基準価格に近付けることにより、
制度の実効性を確保

R3.12~ 失格基準価格を引上げ
【調査基準価格－失格基準価格（ポイント差）】
（見直し前） （見直し後）
約20pt → 約10pt（国と同水準）

・公共工事における品質低下と下請けへのしわ寄せ
を防止するため、調査基準価格等を設定

・公契連のモデルを適用し、最新モデルを活用

【契約条件の厳格化】
・ 追加技術者の配置
・ 契約保証金の増額（1割➡3割）
・ 前払金の減額 （4割➡2割）

【監督・検査の強化】
・ 追跡調査の実施 など

・不履行への対応強化
・手抜き工事防止

速報値

速報値

資料１



県内企業の受注状況
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県外企業が受注している工事は、設備工事（電気、機械）が
件数ベースで８割、契約額ベースで６割

業種別では設備工事の県内受注率が低い傾向にある

公共工事の県全体の発注方針である「埼玉県公共事業等施行方針」に
基づき、県内企業にできることは全て県内企業に発注することを基本と
して、公共事業の執行に努めている。

○ 分離・分割発注の推進
⇒入札における公平性、競争性が確保される範囲内で、可能な限り
分離・分割発注を推進

○ 地域要件の適切な設定
⇒県内企業の受注機会が確保できるよう、企業の所在地要件を設定

○ 総合評価方式の実施
⇒優秀工事表彰、地域の諸事情に詳しい地元企業や災害防止活動の実
績を評価

○ ＪＶ限定入札の実施
⇒「技術力や資金力の結集等による効果的施工が確保できる工事」
（概ね１５億円以上、工期２０か月以上、総合評価方式、一体不可
分の工事など）において、ＪＶ限定の入札を可能とした。
・令和３年２月 県東部地域特別支援学校（仮称）新築工事

において初めて実施

○ ＪＶ工事における施工実績の適正な評価
⇒令和２年１０月 ＪＶの施工実績に係る運用指針の策定

【ＪＶ工事で施工した実績の評価方法】
（１）施工実績として契約額を求める場合
ＪＶ構成員の契約額＝ＪＶ契約額×出資割合

（２）施工実績として施工量を求める場合
ＪＶ構成員の施工量＝ＪＶ施工量×(構成員の出資割合

／代表構成員の出資割合）

１ 基本的な考え方

２ 県内企業の受注機会確保のための主な取組

土 木 建 築 設 備 全 体

契約件数 ９９％
（１００％）

９８％
（９７％）

６２％
（５９％）

９２％
（９０％）

契約額 ９６％
（１００％）

９８％
（８３％）

５２％
（３４％）

８９％
（７９％）

■ 令和３年度業種別県外企業受注状況

土木：土木＋とび土工＋舗装 設備：機械＋電気

R3年度は契約額ベースでの県内受注率が大きく上昇
【上昇要因】
・国土強靭化のための５か年加速化対策による土木工事費の増額
・大滝トンネル工事など大規模工事における県内受注額の増額（JV限定工事の活用）

■ 県内企業の受注状況の推移

■ 令和３年度業種別県内受注率

３ 県内企業の受注状況

（速報値）
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【件数ベース】 【契約額ベース】
うち大滝トンネル工事
が７割を占める



件数 率 件数 率 件数 率

1,767 76.0% 313 13.5% 245 10.5%

1,965 79.8% 295 12.0% 201 8.2%

1,972 83.6% 224 9.5% 164 6.9%

1,987 77.2% 317 12.3% 270 10.5%

2,037 81.3% 227 9.1% 242 9.7%

2,269 86.3% 208 7.9% 153 5.8%

年度

2,630

合　計
（件）

2,325

2,461

2,360

2,574

2,506

一般競争 指名競争

令和３年度県発注工事の状況について

 　入札方式別　執行状況（平成２８年度～令和３年度）

Ｈ２８年度

Ｈ２９年度

Ｈ３０年度

Ｒ元年度

Ｒ２年度

随意契約

Ｒ３年度

１　入札方式別
　設計金額５百万円以上は一般競争入札を基本としており、件数、金額ともに一
般競争入札が全体の約９割を占めている。

２　発注機関別
　件数、金額ともに県土整備部が最大で全体の約５割を占める。
　件数別では、県土整備部に次いで、都市整備部、警察本部、企業局、農林部、
下水道局の順となっている。
　金額別では、県土整備部に次いで、都市整備部、企業局、下水道局、警察本
部、農林部の順となっている。

資料２
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金額

件数 一般競争入札
指名競争入札
随意契約



　件数別では、土木、とび、舗装、電気、建築、管、機械の順となっている。
　金額別では、土木、とび、建築、電気、舗装、管、機械の順となっている。

３　業種別
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